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国立大学の中期目標・計画とその評価

丸山文裕*

国立大学財務・経営センター研究部

The Midterm Targets and Plans of National Universities 

and their Evaluation 

Fumihiro Maruyama** 

Center for National University Finance and Management 

Abstract -A new national system of university corporations started from the spring of 2004， under 

which each of 87 national universities across the country was given an independent corporative status. 

Although each university is supposed to be independently managed， the Ministry of Education still 

holds power in controlling the university. The ministry's approval of the university's midterm targets 

and plans is one of the means.τbe Ministry checks the midterm targets and plans each university 

makes for improving the areas of education and research activities， govemance， financial manage申
ment， etc. Some argue that the Ministry should examine the university's targets and plans since every 

national university receives public grants which usually account for half of the university's total ex由

penditures. However， some worry about the Ministry's strong involvement in university governance 
and managemer山 incepublic grants might be reduced if the midterm targets are not properly achieved. 

In this paper， the problems of midterm plans and their evaluation are discussed. 

(Received on J anuary 11， 2006) 
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1.国立大学の法人化

2004年4月から国立大学法人制度が発足した。各臨

立大学に独立した法人格が与えられ，経営の自立{lJ

と，それに伴う自己資任が強調されることになった。

法人化の1つの特徴は r呂標による管理」の経営手

法を取り入れたことである。ぞれはイギリスなどで

開発されたニューリtブリック・マネージメントとい

う公共部門の効率化を図る考え方から来ている。目

標による管理は，経営の効率化を閤るために，民間部

門ではすでに広く用いられている手法である。組織

全体や部門あるいは個人が，達成すべき目標を設定

し，ぞれに沿って行動する。そして一定期間後，得ら

れた業績が評価され，ぞれを次期の目標に反映させ

る。

悶立大学の法人{lJは，この目標による管理手法に

よって，経営の効率化を留り，研究教背の活性イむを目

指すものである。

文部科学大臣

①呂標原案提出|
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2.自標“計画・評価のサイクjレ

法人化制度の下では，目標・計画・評価のサイクル

(plan司 do咽 see)が導入され，このサイクルの期間は6年

である。各国立大学はこのサイクルに従って，教育研

究の活性佑と，経営の効率イむを図ることになる。この

サイクルを ~1 に従いながら，見てみる。

このサイクルは，各国立大学法人が，文部科学大臣

に中期目標の原案を提出することから開始される

(国 lのQ))。そして大臣は各国立大学法人の中期日

擦を提示・公表する(図1の②)。ぞれに沿って

大学は中期計画を作成し，ぞれが大臣に提出される

ことになる(図1の③)。その後，国立大学法人評価

委員会が中期目標・中期計画案について意見を表わ

す(図1の④)。それらのプロセスを経た後，文部科

学大臣は，国立大学法人の中期計画を認可すること

になる(圏1の⑤)。

国立大学法人評価委員会

@目標提示・公表 /1¥i⑮業務の実績の評価
(年度評価も⑦)

@教育研究評価の要請¥|

@計翻認可・公表
大学評価・学位授与機構

の報告 評価は行わない)

国立大学法人

国 1.目標・計画・評価のサイクル
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3.国立大学法人評価委員会の重要性

中期自標・計画期間中，各国立大学は，毎年，

計顕を作成し文科省に提出する。大学はこの年度計

画に従って，教育研究活動を展開し，管理経営を行

う。そして年度計画および中期計画の終了後，それぞ

れの評価が行われる。この評価には， 3つの組織が関

与することになる。

まず国立大学法人評価委員会がある。これは中期

自標・計画が，文部科学大臣によって認可される前

に，意見を大臣に提出する(図1の④)。そして各大

学は年度計画および中期計画の終了後に，業務の実

績を評価委員会に提出する(図1の⑥)。そして法人

評価委員会は，年度計画について，教育研究を除いた

実績の評価を行う(図1の⑦)。中期期間終了後には，

教育研究面に加えて経営閣での業績を，総合的に評

価する。この菌立大学法人評価委員会は，法人に総合

評締結果を通知し，公表する(図1の⑮)。また必要

があれば，業務運営の改善等の勧告を行うことにな

る。このように法人評価委員会は，目標・計画・評価

サイクルのすべてに関与する重要な役離を持つ。

第2には，大学評髄・学位授与機構がある。これは

法人評価委員会からの要請を受けて(関1の③)，各

大学の教育研究酉の評価を行う(園 1の@)。また第

3の総務省の政策評簡・独立行政法人評価委員会は，

国立大学法人評髄委員会の評価通知を受け，文部科

学大臣に対して主要な事務・事業の改魔の勧告がで

きることになっている。これらのプロセスがすべて

終了すると，再び最初の①に戻る。

評価結果の活用については，各大学自身の改善の

指針，次期中期目標・計画への反映，運営費交付金の

算定への反映の3つが想定されている。理念的には，

決して大学を顕投づけるためではない。さて以下で

は，このサイクルの問題点の検討を行う。

4.目標・計画と政府の管理

法人11:i準備のプロセスでは，大学の自立性が強調

された。それなのに，なぜ政府は大学の中期呂標を示

し，計画が大田によって認可されなければならない

のか，という批判や疑問が主に大学側から出された。

しかし中期目標の作成プロセスを検討した限りでは，

J. Higher巳ducationand Lifelong Learning 14(2∞6) 

ほとんど大学側のイニシアティブで作成された，と考

えてよい。文部科学省の意向が，各大学法人の中期目

標に直接反映されているとは思われない。ぞれは中期

目標・計輔の修正が，どのようになされたかを検討す

ることで推測することができる。各大学が作成した中

期目標・計画の原案と，文部科学省の修正箇所は公表

されている。見え消し部分を見ると，些細な部分の修

正がほとんどであり，中期目標の提示時点では，政府

の管理が強くなったとは思われない。もし政府の管理

が強くなるとすれば，この時点ではなく，中期目標・

計画期間の終了後，評価がなされ，それが次期予算配

分に反映される時点であると考えられる。

大学からすると，法人佑後には，もっと教育研究や

管理経営を自由に行いたいと思うかもしれない。しか

し大学の教育研究およひや経営を行っている事業費の半

分は，運営費交付金という税金である。国民からする

と，これらの税金は，本来の目的に合致して，効率よ

く能われているか，知りたいところである。そのため

に目標・計画・評価のサイクルが導入され，政府の目

標管理がなされるのだ，と解釈することができる。中

期目標・計画の管理は，各国立大学の教育研究の活性

佑および業務運営の効率佑，すなわち大学内部の効率

化にはよくできた仕組みだと思われる。

しかし効率化を図らなければならないのは，それぞ

れの国立大学内部ばかりではない。国立大学法人制度

全体の効率イちも必要である。例えば今後必要と予測さ

れる分野の人材教育は，どこかの国立大学でなされる

のか，制度全体で重要な研究分野が抜け落ちていない

か，高等教育機会は全国で平等に保障されているか，

研究人材や研究施設が十分でない大学に，特定の研究

費が露日分されていないか，研究分野の重援や研究者の

余剰はないか，国立大学法人全体で考えなければなら

ない効率化，すなわちシステム効率は見落とされがち

である。これについては，国立大学法人評価委員会も

2005年春に，ょうやく気づき，法人全体の状況を把握

することに努めるようである。

5.中期自標・計画の直一化

各大学の中期目標・計画を検討すると，多くの類似

点があることがわかる。これは文科省の用意した

フォーマットに，各大学が引きずられてしまったから

だと考えられる。中期目標・計画提出の初年度でもあ

靭31・
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り，文科省は各大学が記載しやすいように，フォー

マットを用意した。たとえば中期目標には以下の6点

が記載される。

①大学の基本的な目標(前文)， 

②教育研究の質の向上，

③業務運営の改善・効率佑，

④財務内容の改善，

⑤自己評価・情報発信，

⑥その他の重要事項，ここには施設設備の整備等，

安全管理が含まれる。

これによって各大学の目標・計画策定が容易にな

り，ぞれらを集計したとき，各大学の目標・計画が比

較しやすい利点はある。論文末の5ページの付録は，

一部の大学の中期目標・計画のうち特徴的なワード

をまとめたものである。

しかしフォーマットからはずれた個性のある呂標

が立てにくく，各大学の目標が類似，画一化してしま

う欠点もある。また人事の適正先に関する目標にお

いて，任期制の導入など議論の余地のある問題が，す

でに導入を前提として，項目にあがっていることも

問題である。

各大学が中期目標・計酪を作成する際，頭を悩ます

ことになったのは，計画を達成できないと，次期運営

費交付金が減額されることである。そのため各大学

は，達成不可能な中期目標・計画を掲げることを避け

る傾向にあった。よって中期目標・計画が紡衛的にな

り，大学がミッション・インポッシブルに挑戦するこ

とがなくなるケースが生じた。こうなるとむしろ研

究教育の活性化を促進しないと思われる。さらに大

学によっては，中期日様・計画に示されていない事項

J. Higher Education and Lifelong Leaming 14(2006) 

を行つてはいけない，と解釈したこともあった。しか

しもしそういう解釈がなされると，大学の教育研究

面での層、わぬ発見能力，セレンディピティが発擁さ

れない危検もある。

目標・計画の管理は必要であるが，ぞれが形式主義

に陥ると，古くから大学の持つ社会からの先進性，発

見可能性，予測不可能性などの特性が失われる危慎

が生じる。

6.評価の公平性とタイミング

各大学の中期目標・計画をみると，大学の規模に

よって，内容に違いがあることが分かる。付録に示し

たように，単科大学の計画は，具体的で第三者に理解

しやすいように思われる。しかし複数の学部，大学院

等で構成されている大学，特に大規模総合大学の計

聞は，呉体性に欠ける傾向にある。これは各部局の計

画を持ち寄って，計画が策定されたため，いたし方な

い点もある。しかしそのように異なった背景から作

られた計間の達成評価に，どのように公平性が保障

されるのかは，今後の検討課題ι宮、われる。
またタイミングの問題も重要である。第1次中期目

標・計爾の終了後，評価がなされる oしかし各大学法

人は，第2次中期目標・計画をその前に作成すること

になる。そうなると第l次の中期目標・計画の評価結

果を，第2次中期自擦・計画に反映させることができ

なくなる。つまり先に指摘したように，評価の巨的が

単なるランキングではなく，次期目標・計画への反

映，大学の改善指針であるのに，その目的に沿うこと

ができなくなる。

また運営費交付金が，第1次目標・計画の評価結果

表 1.中期目標・計協の数鎖倒

横浜国立大学

東京学芸大学

静岡大学

滋賀医科大学

熊本大学

東京法科議科大学

東京海洋大学

法科大学院主司法試験合格塁手を 70%程度

教育系卒業生の教員就職率60%

特許取得数倍増(平成16年度25件)

医師国家試験合格率95%以上

中期目標期間中，外部資金25%増

病院収入2%増収

管理的経費毎年 1%縮減

幽32幽
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に基づいて配分されると，第2次中期呂標・計画が，

そのまま遂行されることができなくなる可能性も出

てくる。よってこのタイミングの関題をクリアする

必要がある。この間題は，中期目標・計甑の終了時だ

けでなく，各年度の計画の終了時と，その評価の行わ

れる時にも生じる。

7.数値的と抽象的目標-計画

ある大学の中期目標・計画は，抽象的に記述されて

いる。しかし表 1のようにそれを具体的な数値に

よって掲げている大学もある。数値目標は達成され

るか否かが明確になり，評価がしやすくなる。心配な

のは数値目擦を挙げた大学の評価が，厳しくなり，そ

うでない大学の評価が唆昧になる点である。

J. Higher Education and Lifelong Learnir 

また具体的な数笹を上げた大学でも，その数値が

はっきりとした定義がなされていないと不明確に

なってしまう。例えば合格率が00%以上と示され

でも，その対象が最終学年の全学生なのか，その試験

の受験生だけなのか，が定義なされていないと数値

自体が，意味を持たなくなる場合がある。また合格率

00%は，当該大学にとって過去の実績から考えて

容易に達せできる水準なのか，それともかなりの努

力を必要とする水準なのか，その大学の過去の実績，

他大学の水準を考慮して評備が必要となる。

法人イじされて聞もないため，目標・計彊・評価のサ

イクルはまだ1回転していない。決められていないこ

とも多く，今後もいろいろな問題が生じることが予

想される。しばらくこのサイクルの動きから邑が離

せない。
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インターンシッブ

ガイダンス

博士論文の審査基準

京都大学
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裁量労働解j

外部資金副学長

欝l学長、翻2豊富
学内資源配分システム

間後経費

コンサルタント

内部監査

卒業後進路 TLO 

実務盤専門機業入 学内公募プロジェクト

受験生の鋭耳障会 RA 

多様な選抜方法 デュアルサポート

TAl!iIJ度、Eラーニング 発明属街、補償制度

教育インセンティブ、FO UMAP単位互換

就職ガイダンス、課外活動

!日宮大

(文翠)

筑波大学

資金活用

利用料金

HP 

広報室

132.収入
任期理事l

学長のリーダーシップ

学外の人材霊堂舟

監査室

学内資源底分

教員の5也篠保

'l!t界最高水準

COE 

重点研究環罰

外部資金、競争的資金

題際約!こ車趨

外国語、情報リテラシー

神戸大学

外部資金専門 施殺使用面積

コーディネータ一 義礎配分と

経費抑1制インセンティ:加算配分

総合基終業務

システム(EPR)

業務マニュアル

地域ブロック獄絵

新給与制度

人事Z平価処遇iこ反映
職員評価

職員複線形キャリア

採用方法、人件費管理

学長室主

研究科長裁濠権紘大

3区分の人材配分

学外噂門家非常勤

法科大学院

COE 

大学出版会

研究主担幾制度

競争的配分

TLO 

役会進繊維進機構

自由で平和な大寺TPEIC、AO選抜、GPA

'l!t界トップレベル繍広い年書官層

人材施設財源の海外研究拠点

一掃管理 複数研究科の兼鐙術j

学生総会支緩センター

独自奨学金制度

広島大学

~t畿地区連合

街窓会組織化

自己収入

TLO活用

学長寒設置

割学部長

内部監査綴織

アジア地域研究大学

CO韮

任期側、競争原道

多機な学2主の受け入れ
研究教禽組織の分離

アドポリシーの耳障礎化

非常勤続節減少

i日宮大

(震あり)

金沢大学

'一w
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同
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PFI 

発生医学センター

校舎改修

外部資余25首増中期

鐙様期IUlcp
管理策毎年%減

施設マネジメント

アウトソーシング外部専門家年俸l!iIJ

サパテイカル

職員独自採用

機長研修制度:

役員会施策立案機能

会織の教員負援軽減

量点約資源a分

拠点形成研究

COE 研究戦略会織

教員の効果約配震

熊本大是非LlNK構想

地方中核都市の教養学部大学続逮携

総合大学 CALLp吋ectb出 edLeam

地域と国際役会教湾審絡会設置

に翼線 筏業料免除システム

熊本大学

教員データ100百

法人E平係委員会活用

施設マネージメント

科研援会員E幹線義務スペースチャージ

ロイヤリティー!JJl入

生涯学習著書業料

コンサルタント級入

印腕章を10首滅

富;IJ学長分築制 教員人事評価システムアウトソーシング

リスクマネジメント 多機な教員ポスト・処返事務組織の編成

業務評価制度の確立 教員俊英語、年線制

教員職員コミュニケーシ主総員の機織統一銭験

教員の戦略的配震 織員研修制度

学外の有識者・専門家 人件費by算定ルール

教省研究分野の再編

地域のS基幹総合コースカリキュラム 箆ヱ学、潔境共生掌

オンリーワン TOEIC汀活用能力 生命科学

世界水準独創研3卒業主主データ収集 教員辞儀システム

東アジア交流 習熟度刻、入門科13GPA 研究主体教員

授業改善ピア・レビューm 競争的資金配分
scs連合獣箆学研究科 施設有料化
奨学金情報提供 出口TLO遼携MTO教育

新制大

(総合}

山口大学

安定運用科研費専門事韓員教負公募リーダーシップt量界トップレベル:官官文国際的人材鹿児島大学
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第三者評価

公開講座講習料

研究生収入

佳英語$iJボトムアップ運営地減問想

競争的スペース

コミュニケーション能力

ディペ-J-.プレゼン

情報リチラシー

留学生受け入れ

TO正FL.TOEIC

海外単位友換

TA俗i度

野{蕊建設覆

ニーズ長期計趨

学生給付金適正金額協議会評議会合開会織外部資金任期制度

業繊教車韓員給与

UCTS(UMAP単位互換)

研究後進戦絡地元地域で活躍キャリア教貸

する人材の育成 JABEE総定

秋回岩手連携 高等教育研究開発室

学生総合栂談窓

学

守

学

大

大

仏

大

合
側
討
輸
削

複

新

得

弘

大製機器共l湾事IJm管理会計システム

中期計濁中%削減

学長秘書部門

:Il::濁立案機能の強化

事務総長海外研修

サパテイカル学長リーダーシッブ

教授会特照短絡

学長裁量重点緩費配分

学外資金燭接緩費徴収

就織支援プログラム

教育成果効薬検鉦

創成学習開発センター

自主とEl:u:徳島大学

共間利F脅化

P何事業

バリアフリー

資金獲得評価

IS014001 

年俸制

任期和IJ.公募総

事務職員公募

学長のリーダーシップ

学内資源配分

経営コンサルタント

顧問弁護士

地域社会とパートナー

研究者人事交流

TLO 
知的防援の創出

コミュニケーション能力

高校との連機

環境科自

少人数教養ゼミ

GPA制度

第三者教禽評価

学生評鏑

COE 

地縁の中緩

世界の人材

大

恰

婚
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提灘公募裂研究資金リスク管理

余剰金環境整備に

学長のリーダーシップ インセンチィブ給与

教員事務総織速機強化公募制採用

教育研究高度化経費

才一パーヘッドの確保

学内英鱈統一テスト COE 
学部緩衝裂教育コース 共同受続研究20弛増

教員就職率閲覧 知的財撲部門設鷺

望号法獄験合格本70弛大学院特許出願301，牛取得15f牛

E露大濠携 公募制、任期制

くさび形履修 サパテイカル伽l
専門教資計画 特許料収入4偶発明者!こ

余学教員株 サテライト教室

ベストティーチャー賞 生涯学習機会の提供

成績優秀学生顕彰和l 横浜市立大学と逮携

新制大爽践性

(医なし先進性

横浜堕立大学i続放後
翻様性

外部資金用研究マネ教員データベース

ジメント 部局活動教員辞儀

一元化、集中化任期制・公募蜘j教員

事務職員独富採用

学長猪名戦絡会議

監査室

部E号機断約研究者集鴎
特許取得数倍増25~牛~

実用英語科宮

教育成巣検証システム

題担聖水準の

教務研究

毒事爾大学
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システム06年~イノベセンター活用

el2.収入増

公開奇襲~JIlt入増加

事務職員派遣研修法科大学院設霞何年

ナノビジョンセンター

サパテイカル

プロジェクト研究資金

筒窓会連損害

高校教育の橋発綬業

授業料減免、助成制度

新任教員研修

知の拠点

資産の翻釜評価

評締結果の

フィードバック

共有スペース

病院JIlt入純増

管理賛同高IJ滅

会学的視点の経営戦略業績評価処遇に反験

人件費管理

教員公募動i任期制
著書務職員理事向性向上

単科大学 j傑鼻水準の 自己問題発見解決型授業劉線的な研究拠点

!日宮大 I~歯学系総合 成績客観的評備基準準備 OOE
東京医科歯科!大学院重点大学金歯共用紙重量

大学 j医大学連合 軍IJ途度喜平価方法

資産の見書室し

P円

第三者評価絡果提供

有料講習会

有料施設拡大

学生ffl有料講E華

共商業務処理完成

研修プログラム確立

透明性のある人事

職員研修酒大協逮請書

留際公募

客員教授任ffl制検討

託児所投置検討

インセンチイブ研究費配分学長繍後継織

走塁業支媛 委員会に事務職員書記鐙

研究自己点検僻健体事i 内部重量制制度

18専門 i実学重視 北海道経済社会貢献人材

(文少人数主義 êl~台休職員等育成

1)、機織科大学l単科大学の締役高大速機
夜間主コースの総合化

(学科]&jjlJしない)

GPA制度

TOEFL経済学総定獄験
M8A専門職大学院

授業a!c普アンケート

資金獲得インセンティブ

オーバーへッド制

教磯良勤務評定学長補依体制

学内運営サイクル

臨立大学罪悪進携・協力

研究の綴

紀要の宮章子化

PDF制度の活用
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公開携盟主

リヱゾン機能

ヱ学リテラシ一

大学務事者英語進学奨勤

特君IJ選抜

JA8正E

練習、導入教育

新任教員のFD
サテライトキャンパス

進路ガイダンス

!日専門

〈ヱ}

議事E工業大学

e凶
吋
‘

スペースチャージ産学官連携本部会教員の個人野鏑

事務織員勤務評定

サパテイカル制度

人事企iiI続

シーズ研究ニーズ研究 リーダーシップ

00を ボトムアップ

テクノイノベーションセンタ滋営会議

研究金麗鏡

特使教授任期付研究員

持脅す職員海軍E震

研究活性化経費制度

地縁糞獄事業

単位互換事業

題際交流センター

ものづくり能力

教育企箇賎

アドミッションセンター

高校予備校進絡

導入料恩事故般針科箆

プレゼンテーション科目

GPA斜度

技術織員 TA

創造教育機発センター

学内奨学金制度

震学生後援会

工科大学構想

工大滋界拠点

名古E重ヱ業
大学
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管理経費毎年内線滅地蕊統一採用獄絵将来計磁委員会学内公募資金

社会実獄委員会

情報リテラシ{

尽本語能力

TOEICTOEFL 

ティームティーチング

資絡免許の充実

環境保全!日尋問

(農)

東京海洋大学

土地建物貸出毎年間経費節減外部委託

SO 
総合業績野{遜

勤務実績評価

任期借i

学長リーダーシップ

政策定員確保

研究活動静俗

研究成果m増
科研E骨緩件数50百増 共間利用スペース

都教育委員会連燐

教勝負の語学能カ増

関際シンボ

GPA、率業主主鏑査

教員就職務60%

情報リチラシー

インテグレート能力

マネージメント能力

教育実習多様化

教育活動評価

!日専門 j教員養成の

(教基華字大学

楽家学芸芸大学

キャンパスアメニティ教員採用4基準学長リーダーシップE耳究組織体僻i整機福間教育大学l地域教育カ向上 GPA
生涯学習機会 事業生調査

九州拠点大学 就織率向上

FO 

知的財産-5&管葱径織帯j

教育研究役割男IJ公募

学長リーダーシップ

学外有機考会織

3liJ病院長

NGONPO逮携

5研究プロジェクト

地域医療漆昔号室

同
・
呂
怒
号
窓
口
E
号
国
防
色
ピ
室
。
間
関
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窓
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0
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3

内部型軽骨母体制

呂標評価室設設

特許使用料増加アウトソーシングサパテイカル制度アドバイザー会繊

大学運営会議
COE 

ヱ学教育堕際協力センタ

ICCEEO 

研究戦略室研究推進機構

サテライト・オフィス

地減の特徴考IJ箆締堕家獄験95覧会絡
理号館締鴎家紋様98覧会格

保健富革関家訴訟95括合絡

会鐙共用献重量

臼本諮表現法医学英語

客観的議床能力紙験

JABEE 

TOElC奨励

教育腹歴クラス編成

問標評鏑獲

新般大

(箆)

滋賀医科大学

a
M

∞s
 

新設大 i実践的創造的
(ヱ指導的技術者

重量機筏術科学|高等事業者

大学 lらせん裂教育

北陵地区逮合俵期解j公募制維持

インセンティブ給与制

学長補佐事務局組織

学長裁量経費

COE 大学務大学 i世界的最高水準インターネット入獄博士後
北陸先端科学i 年4間入学

技術大学 i 思郷入学短期修了

24時間365悶キャンパス


